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日本における再販売価格維持行為の 
数理モデル研究の再検討＊
─「古典的仮説」群の生成プロセス─
岩　本　明　憲
１．はじめに
1-1．問題意識
　拙稿（2015）で明らかにしたように，我が国における再販売価格維持行為（以下，RPMと
省略）に関する理論研究は，石原（1982）において「日本型RPM理論」と呼びうる形で結実
したと評価できる一方で，1980年代以降，米国のシカゴ学派の隆盛を受けて，数理モデルまた
は幾何学的説明を用いた理論研究の潮流が生起した。そして，これらの研究成果は，成生（1994）
において「RPMに関する古典的仮説」として整理・統合され，それを含む成生（1994）の研
究成果は，その後の日本におけるRPM理論研究の基盤または出発点に据えられるようになっ
た。
　そこで，本稿では，拙稿（2015）が対象としたRPMまたは再販売価格維持制度に関する記
述的な理論研究とは別に，1980年代前半から成生（1994）までの日本のRPM理論の進展と全
体像を学説史研究のアプローチに基づき明らかにする。
1-2．研究の方法と対象
　本稿における学説史研究のアプローチは，拙稿（2013, 2014a＆2015）で採用した方法と基本
的に軌を一にしている。数理モデルを用いたRPM研究には，「なぜRPMがそれを採用するメー
カーにとって合理的であるのか」といった理論的関心に留まらず，「RPMが小売価格（または
消費者物価）を引き上げるか否か」「RPMは社会的厚生を改善するか否か」といった多様なマ
クロ的（または政策的）関心も存在する。しかしながら，本稿ではこうした多岐にわたる論点
については主要なテーマとして取り扱わず，あくまで，個別企業にとってRPMが経済合理的
なマーケティング政策であるか否かに関する議論にのみ着目し，各学説の妥当性とRPM理論
の進展を追尾する。
＊本研究は文部科学省の科研費（基盤研究（C）：課題番号16k02786）の助成を受けたものである。
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1-3．本稿の構成
　本稿の構成は以下のとおりである。次節では，水平的・垂直的外部性と直接関係しない学説
（主に二重マージン仮説）に関する諸学説を検討することによって，その含意と限界を明らか
にする。第３節では，水平的外部性に関する学説（より具体的には，スペシャル・サービス仮
説またはフリーライダー仮説）に関して，それに懐疑的な学説と好意的な学説とに便宜上区分
して，それぞれの主張内容を検討する。第４節では，僅かながらに見られる垂直的外部性に関
する学説を検討・考察する。これらの学説史的分析に基づき，最終節において結論と今後の研
究課題を提示する。
２．二重マージン仮説及び外部性に関連しない学説
2-1．高崎（1980＆1981）：二重マージン仮説の復活１）
　日本において二重マージン仮説を初めて紹介・検討したのは，高崎（1980＆1981）であると
考えられる。高崎（1980）は，Machlup&Taber（1960）及び倉澤（1975）に基づき，これま
で幾何学的に説明されてきた二重マージン仮説を数理モデルに変換して紹介した。より具体的
には，Spengler（1950）に代表される製造業者，小売業者，消費者という二段階取引モデルに
おいて，製造業者と小売業者の限界費用（供給曲線）が水平であるケースと，Spengler（1950）
のモデルの修正すべき点としてMachlup＆Taber（1960）が指摘した限界費用が右上がりのケ
ースにおいて，それぞれRPMを伴う垂直的統合が小売価格を引き下げることを数理モデルを
用いて説明した。
　また高崎（1981）では，後者のケースについて幾何学的な説明を行った。しかしながら，高
崎（1980＆1981）の理論的含意は，Spengler（1950）やMachlup＆Taber（1960）を復活させ
たに過ぎず，二重マージン仮説の新たな可能性を提示するものではなかった。
2-2．成生・丸山（1985）：二重マージン仮説の適用可能性の検討
　成生・丸山（1985）は「同種の財を生産，販売する複数の製造業者と複数の小売業者の存在
を前提に［p.12］」自らのブランドに固執しているか否か，そして価格探索を行うか否かによ
って消費者を４つのタイプに分類したうえで，二重マージン仮説は「特定ブランドに固執し，
価格探索を行わない消費者（Hjn）」に対して成り立ちうると主張した点でユニークであっ
た｠２）。
１）二重マージン仮説それ自体の説明と既存のRPM理論との関係については，拙稿（2008）を参照されたい。
２）同様の視点は，後述する丸山（1983＆1988）におけるモデル分析にも適用されている。丸山（1988）で
はその結論が「価格意識的で探索性向の高い消費者とともに，価格意識的ではなく探索性向の低い消費者
が存在する場合にも妥当すること［p.115］」が示された。このとき，小売段階において前者の特徴を持↗
21日本における再販売価格維持行為の数理モデル研究の再検討（岩本）
　この枠組みは丸山（1988＆1992）でも踏襲され，継起的独占に基づく二重マージン仮説と専
売店制に伴うRPMの合理性が説明されているが，RPMに関しては，概論を紹介しながら「再
販売価格維持行為を含め，垂直的取引制限の経済分析が内外で盛んである。こうした理論研究
にも配慮が必要であろう［丸山（1992），p.165］」という結論に留まっている。
2-3．成生（1983）：RPMの小売価格低減効果
　これらの研究潮流とは一線を画する学説として，成生（1983）が挙げられる。そこでは，
RPMが小売価格，卸売価格，メーカーと小売業者の利潤に留まらず，消費者余剰に与える影
響までもが考察されている。その主要な結論は，RPMによって小売価格が低下し，メーカー
の利潤，共同利潤，消費者余剰が増加するというものである［p.155］。ただし，それは，市場
取引下において小売業者には利潤極大化のために自身が手にするマージンを引き上げるインセ
ンティブが存在するがゆえに小売価格を引き上げ，他方で，小売価格の上昇による需要（より
正確に言えば，来店者のうち当該製品を購入する消費者の割合：ū－P）の減少分を，自らが
決定できる販売促進活動の水準（n）を増加させ来店客数（総需要）を増やすことによって相
殺できるということが条件となっている。逆に，総需要はnによってのみ規定され，小売価格
には直接影響を受けないという仮定が存在するために，メーカーはRPMによって（自らが手
にするマージンに直接的に影響を及ぼさない）小売価格を相対的に低い水準に設定し，（それ
によってnが減少するものの）需要（ū－P）を拡大させ販売数量を増加させることが可能で
ある（すなわち，qR＞qM：上付きのＲはRPM，Ｍは市場取引を表している）ために，「RPMに
よって小売価格が低下する」という結論が導出されている。いずれにせよ，このモデルでは小
売業者による機会主義的行動が仮定されていないため，小売業者の販売促進水準が低下すると
いうスペシャル・サービス仮説とは真逆の結論が導かれている。また，継起的独占も仮定され
ておらず，二重マージン仮説とも異なる性質の研究と位置づけられる。
３．水平的外部効果に基づくRPM理論
3-1．RPM研究におけるシカゴ学派経済学の影響
　元々，Bowman（1952＆1955）やTelser（1960），Bork（1966）などの「シカゴ学派」と後
に分類されるRPM研究は存在していたが，同時期のRPM研究において，それらの影響力は限
↘つ消費者（shopper）には競争的価格が，後者の特徴を持つ消費者（non-shopper）には独占価格が課される。
そして，RPMは小売業者が後者の消費者にのみ販売促進活動を行うインセンティブを提供するという意味
で，「小売段階における販売促進活動水準を確保するための「販売政策」の一環として機能する［p.116］」
と結論づけられている。
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定的であった。しかしながら，1970年代後半になって，Posner（1976）に代表される研究群
の登場によって，RPM研究におけるシカゴ学派経済学の存在感は強まっていった。その象徴
であると同時に明白な分岐点が，1977年のSylvania事件｠３）における最高裁判決である。そこで
は，シカゴ学派経済学に依拠して垂直的非価格制限の経済合理性が認められ，それまでの「当
然違法」という最高裁判決の原則が覆された。この傾向は，垂直的価格制限（すなわち，
RPM）にも及び，シカゴ学派経済学は1980年代以降の米国の反トラスト政策及びRPM研究に
多大な影響を与えるようになっていった。
　少なくともRPMに関して言えば，シカゴ学派経済学の理論的支柱はスペシャル・サービス
仮説であったと言える｠４）。1980年代のRPM研究では，この理論に基づくRPMの経済合理性に
関する議論が数多く見られるようになった。具体的には，第１にTelser（1960）に見られる水
平的外部効果に関連したスペシャル・サービス仮説｠５），第２にMarvel（1982）において紹介
された垂直的外部効果に関連したRPM理論である。本節では，まずは前者の仮説に関する日
本の理論研究の潮流について再構成し考察する。
3-2．スペシャル・サービス仮説に懐疑的な諸学説
　3-2-1．倉澤（1982）：「（通常）サービス仮説」のモデル化
　フリーライダーとは関係なく，RPMによる小売マージンの保証が小売段階での販売促進活
動を引き起こし，（小売価格が上昇するにもかかわらず）需要量を増加させるという考え方は，
古くはSilcock（1938）にまで遡ることができる。このような考え方をフリーライダー仮説ま
たは（フリーライドされる特別なサービスという意味での）スペシャル・サービス仮説と区別
して「（通常）サービス仮説」と定義すると，倉澤（1982）はその仮説のモデル化を図った学
説であると言える。
　倉澤（1982）は「消費者が各メーカーの類似製品間に確たる評価を行っていない，あるいは
行えない商品分野において，流通段階での競争制限を伴う流通系列化が行われる［p.29］」と
述べ，RPMを「こうした意図を持つ流通系列化の一つの代表的な例［p.29］」と位置づけて，
その経済的効果を分析した。
　倉澤（1982）の数理モデルでは，製造業者が直面する（販売価格によって変動する）需要関
３）Continental T. V., Inc. v. GTE Sylvania, Inc., 433 U. S. 36（1977)。
４）他にも，Bork（1964）におけるカルテル仮説やそれに関連した「RPMが市場への供給量を制限しない」
という主張が知られているが，これらが1970年代後半以降のRPMの経済合理性の論証において用いられる
ことは皆無であった。これら学説についての詳細は，拙稿（2007）を参照されたい。
５）実際にスペシャル・サービス仮説を初めて（批判的に）提唱したのはYamey（1954）であり，Telser（1960）
はその影響を受けて当該仮説について言及したに過ぎないが，こうした学説史的事実に反し，現在では
Telser（1960）がその代表的研究と認知されている。更なる詳細は，拙稿（2006）を参照されたい。
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数に，小売業者による販売促進活動によって変動する需要分が付け加えられ，その総需要関数
を所与とした小売業者の利潤最大化行動に基づいて，小売マージンの増加が販売促進活動を増
加させるという関係式を導き出した［p.31の（3）式］。
　倉澤（1982）の理論モデルを既存のRPM研究の文脈に位置づけるうえで重要なのは，以下
の２点である｠６）。第１に，小売市場が競争的である場合，RPMに小売段階での販売努力を促
進させる効果がないならばメーカーにはRPMを行うメリットは存在しない，という主張であ
る［p.32の命題１］。これは，RPMを行わずとも小売業者への出荷価格を完全競争的な小売市
場における限界費用の水準にまで引き下げることによって，メーカーは超過利潤を手にするこ
とができるということに起因している（このとき，小売業者は利潤を手にすることができない）。
この命題は，継起的独占を仮定する二重マージン仮説が特殊な条件下において成立することを
示唆しており，このことは，もし小売市場が競争的でなく，かつRPMに小売段階での販売促
進効果がないならば，「メーカーと小売業者の利潤の和を最大とする販売価格をメーカーが小
売業者に指示し，それを維持させることによって，メーカーと小売業者の利潤の和は増加する。
─中略─この場合には，こうした行為がとられていない状況（引用者註：継起的独占が放
置された状況）に比べると，販売価格は下落し，相対的には資源配分は改善されるであろう
［p.32］」という説明からも明らかである。倉澤（1982）において，二重マージン仮説は，スペ
シャル・サービス仮説または「（通常）サービス仮説」が成り立たず，かつ小売市場が競争的
でない場合にRPMの経済合理性を説明する理論と位置づけられているのである。
　第２に，RPMによる小売業者の販売促進努力はメーカーと小売業者の共同利潤を最大化す
る水準とは異なる，という主張である［p.33の命題２］。この齟齬は，倉澤（1982）において，
１つにRPMを「小売店に対してメーカーが自社製品の販売促進を促す手段の１つと想定して
いる［pp.32-33］」こと，もう１つに「RPMによる販売促進の効果は，他のメーカーの対抗措
置によって完全に相殺［pp.34-35］」されてしまうこと，に求められる。前者に関して補足す
れば，メーカーは費用を負担することなく，小売マージンを引き上げることによって販売促進
効果を享受できるが，小売業者は実際に費用（倉澤（1982）のモデルでは a と表現されている）
を負担しなければ販売促進活動を行えず，それゆえ，RPMによって製造業者が定める自らの
利潤を最大化する販売促進活動の水準は，それに小売業者の利潤を加えた共同利潤を最大化す
る販売促進活動の水準を上回ってしまうのである。後者に関して言えば，RPMによって価格
競争の代わりに不毛なサービス競争が促進され，資源の浪費と経済厚生の損失が生じるという
「古典的RPM理論｠７）」の一部を表現し直したものと言える。これは，倉澤（1982）において，
６）RPMが小売価格（物価）を引き上げるかどうかに関する命題については，本稿の主たる関心からは逸れ
るため省略する。同様の論点は，成生（1984a）でも展開されているが同様に省略する。
７）詳しくは，拙稿（2006＆2007）を参照されたい。
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RPMによって促進されるサービスが（フリーライドされやすいかどうかに関係なく）ライバ
ル製品との差別化のために必要なものと想定されているからであり，それゆえ，他社もサービ
ス競争に追随した場合には販売促進効果が減殺されるのである。この結果に基づき，倉澤（1982）
は，販売促進活動としてのRPMは非効率であると結論づけた［pp.34-35］。
　3-2-2．上田（1990）：小売段階でのブランド間競争が存在する場合の検討
　同様の結論は上田（1990）においても見られる。そこでの主眼は，小売段階でのブランド間
競争が存在する際にRPMを含む垂直的取引制限が経済厚生に与える影響であった。その論証
過程で，数理モデルを用いて以下のことが示された。すなわち，RPMが生産者と流通業者の
共同利潤に与える効果について，第１に継起的独占が存在する場合，二重マージン仮説の結論
どおり正の効果がある，第２に小売段階が競争的であり追加的サービスによって需要が増加す
る（すなわち，∂Dj/∂Si＞０）の場合，フリーライダー仮説が該当し正の効果がある，第３
に（僅かながら差別化されているものの比較的同質的な財を生産する）生産者が複数存在する，
言い換えれば「生産者間で非対称性が著しくない［p.402］」場合，かつ流通業者が独占者であ
る場合，垂直的取引制限行為によって流通業者による独占価格の設定を防ぐことができるため
に正の効果がある，と。ただし，その結論は，「只乗り論は特殊な事例を強調した副次的議論
としてこの枠組みの中に位置づけるのが妥当であろう［p.402］」という，スペシャル・サービ
ス仮説に対して消極的または懐疑的なものであった。
　3-2-3．丸山（1983＆1988）：販売促進活動の外部性と分離可能性
　RPMが効率的な販売促進活動ではないとする倉澤（1982）と同様の結論は，丸山（1983）
にも見られる。丸山（1983）は，販売される商品の品質に関してメーカーと消費者の間で情報
の非対称性が存在するがゆえに小売業者による販売促進活動が販売数量に影響を与えると仮定
したうえで，（Ⅰ）RPMを含む垂直的取引制限及び水平的取引制限（言い換えれば，小売カル
テル）が行われない場合，（Ⅱ）垂直的取引制限が行われず，水平的取引制限のみが行われる
場合，そして（Ⅲ）RPMのみが行われる場合，の３つのケースで，メーカー出荷価格，小売
価格，メーカー利潤，そして小売業者による販売促進活動水準がそれぞれどのように変化する
かを数理モデルを用いて検討した。
　そこから得られた重要な示唆と結論は以下のように要約できる。第１に，ケースⅠでは小売
段階においてベルトラン価格競争が発生し，メーカー出荷価格と小売価格が等しくなり（すな
わち，小売業者の利潤はゼロになり），販売促進活動水準はゼロになる。第２に，ケースⅡでは，
小売カルテルによって決定された小売価格と販売促進活動水準を前提にメーカーは出荷価格を
決定する。すなわち，メーカー出荷価格，小売価格，販売促進活動水準はそれぞれケースⅠを
上回り，メーカーの利潤は比較不可能であるもののメーカー及び小売業者双方が利潤を得るこ
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とができる｠８）。第３に，ケースⅢに関連して，RPMはケースⅠと比較してメーカー及び小売
業者にとって有益であるものの｠９），効率的な販売促進政策ではない。
　丸山（1983）は，その理由を小売業者の販売促進活動の外部効果に求めているが［p.75］，
これは明らかに誤りである。というのも，その結論は，RPM下において実現する販売促進活
動水準（e＊）がRPM下での最適な販売促進活動水準（ẽ）を下回ることに依拠しているが，２
つのeの違いは，それを小売業者の数（n）で除するか否かにのみ依存しているからであり，必
要な販売促進活動の総量自体は変化していないのである。これは，RPM下において全ての小
売業者が等しく同量の販売促進活動を行うと想定して算出される水準（e＊）（ゆえにnで除さ
れる）と，個別の小売業者にとっての最適な水準とが異なるがゆえの差異であり，少なくとも
数理モデルに基づく結論であるならば，モデルで想定されていない外部効果に原因を求めるの
は拡大解釈であると言わざるを得ない。
　この点に関して，丸山（1983）をほぼそのまま踏襲した丸山（1988）では，RPMが効率的
な販売促進政策ではない理由が以下のように僅かながら加筆・修正されている。すなわち 
「このような（引用者註：RPMが効率的でない）結果をみちびく主たる要因は，各小売業者の
行なう販売促進活動に関する分離可能性と消費者の買い回り行動とがもたらす水平的外部効果
の存在にある［p.100］」と。当該箇所において，この「分離可能性」に関する明確な説明は見
られないが，それ以前の説明から推測するに，「販売上の付随サービスの享受が当該製品の購
入から分離可能［p.95］」であるか否かに関連していると思われる。すると，ある製品を購入
する際に小売業者による販売促進活動が必ずしも不可欠であるとは限らない（すなわち， 
メーカーが希望する事前サービスを享受しなければ当該製品を購入できないというわけではな
い）ことを意味する。このことは，水平的外部効果，別の言い方をすればスペシャル・サービ
ス仮説，の成立条件の１つであり，丸山（1983）から基本的には進展していないと評価でき
８）このような状況は，二重マージン仮説が想定する継起的独占状態と近似している。この状況下において
RPMを採用すると，小売価格が低下し，小売業者とメーカーの共同利潤が増加することが容易に想像され
るが，丸山（1983）において，そのような可能性（すなわち，垂直的取引制限と水平的取引制限の双方が
行われるケース）は検討されていない。ちなみに，丸山（1983）では水平的取引制限が「カルテル固有の
不安定性」によって瓦解しやすいために「有効な手段ではない」と結論づけられている［p.72］。
９）この結論は丸山（1988）ではより強調されている。すなわち，「製品差別化をともなう市場において，小
売段階での製品情報の提供という販売促進活動が重要性をもつとともに，こうした販売促進活動に外部効
果がともなう場合，再販売価格維持行為という小売下限価格規制の導入は，製造業者と小売業者の双方に
とってproﬁtableである［p.98］」と。丸山（1988）ではその理由を「再販売価格維持行為という小売下限価
格規制は，販売促進活動への誘因を付与するために，（引用者挿入：小売段階での自律的な価格カルテルと
は異なり）小売価格競争を全面的に阻止しているわけではなく，継起的独占の弊害排除を目的として，小
売段階での価格競争の余地を残し，小売価格の「下限」を指示するにとどまるものである［p.99］」からと
説明されている。
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る｠10）。
　最後に丸山（1983）は，RPMに代わって小売業者の販売促進活動を促す手段としてリベー
ト制に着目し，小売業者の販売促進活動水準に応じたリベート制がRPMよりも効率的である
ことを主張した｠11）。そして，販売促進政策として非効率的なRPMが一部のメーカーによって
採用され続ける理由として小売カルテルとの関連がほのめかされているが，RPMの経済合理
性については一貫して懐疑的であった｠12）。
　3-2-4．鳥居（1982）：流通系列化への一般化
　鳥居（1982）は，RPMに限定することなく，流通系列化ないし垂直的取引制限が高水準の
流通サービスをもたらすものの，その水準は社会的に最適な量を上回り過剰であることを数理
モデルを用いて明らかにした。鳥居（1982）のモデルは，社会的に必要なサービスの総量（T）
を製造業者と流通業者のみならず消費者も産出すると想定し，流通サービス（S）が製造業者
による流通系列化を通じて選択される場合と，市場を通じて選択される場合とを比較分析した
（T＝H＋S＋R：ここでのHとRは後述）。
　その分析によれば，消費者（各家計i）が実際に被る費用（鳥居（1982）では「疑似価格：
ϕi」と表現される）の低下が小売価格（P）の引き下げによるか，それともSの引き上げによ
って生じたものかは消費者にとって無差別である。なぜなら，Sの引き上げは，消費者自らが
産出・負担するサービス水準（R）を引き下げるので，消費者が負担する最終的な「疑似価格（よ
り分かりやすく言えば，小売価格とサービス負担コストの総計）」は必ずしも上昇しないから
である［pp.37-38］。このとき，流通系列化が存在しない場合の小売業者にとっての最適なサ
10）（買い回り品に関して）小売段階の販売促進活動に伴う「外部性」への対応としてRPM経済合理性を擁
護する見解は丸山（1990a）でも堅持されている。また丸山（1991）では，「製品多様化製品の展開─中
略─のため基礎をなす顧客ニーズに関する情報収集［p.46］」が追加されている。
11）リベートが価格形成に及ぼす影響については小林（1990）で分析されている。そこでは，リベートにつ
いて「販売促進手段」に加えて，「流通業者との長期的な取引のなかで，信頼関係を打ち立てるための効果
的なコミュニケーション手段」及び「小売段階での値崩れなど市場条件の変化に際し「事後調整金」とし
ての役割」が指摘されている［p.54］なお，小林（1990）は，RPM（または建値制）の経済合理性につい
て「建値制を敷く最大の目的は，言うまでもなく自社製品の値崩れを回避することである。─中略─
小売段階の値崩れは，製品のプレステージを失わせ，企業イメージを失墜させる［p.52］」と述べており，
1910年代の米国で生起したロスリーダー仮説及びグッドウィル保護仮説に依拠している。同様に鶴田（1980）
でも「値崩れを防ぐためのRPM」というシンプルな仮説に依拠して流通系列化の経済的効果が論じられて
いる。
12）丸山（1983）では，数量リベートと報奨リベートの効果の違いを分析したうえで，RPMとリベート制の
併用の可能性に言及しているものの，その具体的な効果については検討されなかった。同様の問題関心は，
伊藤 他（1991）にも見られるが，ここでも両者を併用する際の経済効果や双方の役割は明確に説明されて
おらず，リベートやRPMといった取引慣行は，単に「流通市場の中の経済主体間に存在するいろいろな形
の外部効果を調整する機能を持っていると考えられる［p.155］」とだけ述べられている。
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ービス水準は，家計iからnまでの消費者によるサービス負担と，疑似価格の最小化を実現する
水準のサービス量（R）とを考慮して決定されるため，低水準に留まる。他方で，流通系列化
下において製造業者が自身の利潤を最大化する小売サービス水準（S）を決定する場合，流通
系列化に伴うSの引き上げによってコストを負担することなく自らのサービス水準（H）を引
き下げることができるために，流通系列化を通じてSが（完全競争によって配分される社会的
に最適なサービスの水準を上回って）過剰に算出されるという結論が導かれている。
　これらの結論は，上記の均衡式に基づいているが，これはスペシャル・サービス仮説への批
判にも応用可能である。というのも，鳥居（1982）では，当該仮説が成り立つ条件として，商
品の購入とサービスの受領とが分離可能でなければならないことを指摘し，以下のように述べ
ている。「（引用者挿入：スペシャル・サービス仮説は）地理的分散性等のように購入とサービ
スの受領が分離不能なサービスについては適用されない。また，２つが分離可能である場合に
は，まさに分離可能という前提によって製造業者は流通業者に顧客サービスの提供を強要しな
いでも自らこのサービスを分離提供することが可能である。この費用は出荷価格に反映される
だろう。耐久消費財における多大の広告投資・製造企業直営のアフターサービス網はこの可能
性をものがたっている［p.34］」。言い換えれば，一方でHとSが代替的であるならば，フリー
ライドされやすく小売業者が提供したがらないサービス（の一部または大部分）を製造業者自
らが負担することが可能であり，他方で，SとRが代替的であるならば，数多くの消費者が必
要とするサービスは，消費者一人一人がそれを負担する非効率性を避けて小売業者が一括して
負担するほうが合理的であり，したがって，最適な小売サービスの水準Sは，小売市場におけ
る競争原理を通じて垂直的統合下よりも最適な量が提供されるのである。
3-3．スペシャル・サービス仮説に好意的な学説
　3-3-1．成生（1984a）：RPMによる小売サービス促進仮説
　成生（1984a）は，メーカーがRPMを採用する理由を，RPMは「小売マージンを操作するこ
とによって小売業者の販売促進活動を間接的にコントロールする１つの手段であり，それを採
用することによってヨリ大きな利潤を獲得できるから［p.208］」と考え，数理モデルを用いて
その論証を図った。
　成生（1984a）のモデルの特徴は，小売業者が行う販売促進活動が「当該財が当該小売店で
販売されているという情報のみの提供」であると仮定されており，その情報を受け取った消費
者の数が製品需要の母数を構成する点にある［p.209］。そして，この総消費者数が当該財を取
り扱う小売店舗数に均等に来店し（消費者と小売店はそれぞれ均等に分布していると仮定され
ている），そこで初めて目にした店頭価格が自身の留保価格を下回っている場合に製品を購入
するという仮定の下で，市場取引とRPM下における小売業者と製造業者それぞれの利潤極大
化行動と，それらが小売価格及び消費者余剰に与える影響を分析した。
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　成生（1984a）における主たる２つの結論は，第１に「市場流通取引のもとでは，競争的小
売市場は消費者にとって必ずしも望ましいものではなく，例えば，メーカーによる出荷規制に
もとづく小売業者数の減少は，メーカーおよび小売業者１人あたりの利潤を増加させるばかり
でなく，消費者余剰をも高めるかもしれない［p.223］」ということと，第２に「市場流通取引
から再販制への移行によって，小売価格が上昇するとはかぎらない─中略─同様の条件の
もとでは，消費者余剰もまた増加するかもしれない［p.223］」ということである。２点目につ
いては，RPMのマクロ的効果に関連するため，本稿では１点目のミクロ的効果に限定して，
その結論の含意とそれが導出された理論的プロセス（の妥当性）を検討する。
　１点目の「一見したところ奇妙である［p.224］」と自ら評した結論は，成生（1984a）も認
めているように，先に紹介した小売業者による販売促進活動に関する仮定に基づいている。成
生（1984a）のモデルでは，当該財を取り扱っているという情報は消費者に最も近い小売業者
によってのみ提供されていれば良いのであるから，それ以外の小売店による販売促進活動とい
う名の情報提供は浪費または非効率であり，その抑制は資源配分を改善する。成生（1984a）は，
消費者にとって不要な販売促進活動を製造業者がRPMやそれを通じた出荷制限を通じてコン
トロールできると考えた。これは，先述の倉澤（1982）における「販売促進活動として非効率
なRPM」という考え方とは表向き正反対であるように思われるが，成生（1984a）における「財
は，メーカーによって独占的に生産され［p.208］」ているという仮定を緩め，ライバル製品の
存在を新たに想定したならば，たとえRPM下であろうとも小売業者による販売促進活動は効
果的でなくなる恐れがある。ただし，その場合の非効率性は，倉澤（1982）が想定した「販売
促進活動効果の相殺」ではなく，後述する垂直的外部性に起因すると考えられる。すなわち，
メーカーＡの製品を取り扱っているという情報の提供を受けて来店した消費者が，店頭にてラ
イバルメーカーＢの製品の存在を知り，販売促進活動を提供していないがゆえに相対的に低い
価格のライバル製品を購入する結果，消費者を店舗に呼び込むための情報提供がメーカーＡに
とって非効率になるということである。ただし，成生（1984a）の仮定に従えば，任意のメー
カーが垂直的外部性を理由に小売による販売促進活動を止めてしまうと，当該メーカーの製品
需要はゼロになってしまうし，そもそも販売促進活動の費用は小売業者が負っているのだから，
メーカーは小売段階での垂直的外部性の悪影響を直接的には被らない。成生（1984a）は，市
場取引下において生じうる小売業者間での販売促進サービスの重複とそれゆえの非効率性を
RPMによって調整・改善できると考えたが，その結論は，販売促進活動に関する「奇妙な」
仮定に基づいたものであった。
　RPMと販売促進活動の関係について，成生（1984a）は再販制度下｠13）において「小売価格の
13）より正確には，製造業者が小売業者への出荷価格と小売価格を決定し，小売業者は販売促進活動の水準
しかコントロールできない状況を意味する［成生（1984a），p.217］。
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上昇は─中略─小売マージンを引き上げ，販売促進活動への誘因を高める。また，出荷価
格の上昇は逆の効果を持つ（引用者註：販売促進活動への誘因を低める）。そして，小売業者
数の増加は，情報を提供した消費者のうち実際に来店する消費者の割合を低めることによって，
小売業者の販売促進活動への誘因を低下させる［p.217］」と説明している。
　しかしながら，少なくとも成生（1984a）の数理モデルからこの結論は導出できない。とい
うのも，それを示すとされる数式（16-1）における∂CR /∂P（CRは再販制度下における販売
促進活動費）の値を構成するū＋r－2P＝（ū－P）－（P－r）の正負が定まらないからである。
（ū｠－P）と（P－r）は共に正であり，当該財を最も高く評価する消費者の効用の貨幣評価額（ū）
と出荷価格（r）の中間に位置するPがūに近い場合には負に，rに近い場合には正になる。つ
まり，小売価格の上昇が販売促進活動の誘因を高めるのは，小売価格が相対的に低い場合に限
られ，小売価格が相対的に高い場合には，価格の更なる上昇は販売促進費を低下させる。
　いずれにしても，成生（1984a）の主張は，上記の１点目の結論を導くものであると同時に，
RPMによる小売マージンの引き上げが小売業者の販売促進活動を促すことを示唆している点
で，「（通常）サービス仮説」に属する主張であると位置づけられる｠14）。
　3-3-2．成生（1990）：スペシャル・サービス仮説の適用条件の検討
　成生（1990）では，RPMに関する過去の学説がカルテル仮説，二重マージン仮説，小売店
舗仮説という形で整理・概説された後に，水平的外部性に関してスペシャル・サービス仮説が
紹介され，当該仮説が適用する３つの条件が考察された。
　第１に，小売業者がスペシャル・サービスを提供しているか否かがメーカーにとって観察不
可能であることである。仮に可能であるならば，RPMを採用せずともスペシャル・サービス
の提供を条件にサービス提供費用を小売業者に支払うという条件付きリベートによってメーカ
ーは「外部性に基づく市場の失敗」に対処しうると説明されている［p.178］。
14）成生（1984a）の式（16-2）で示されているように，出荷価格の上昇が販売促進活動への誘因を低下させ
る理由は以下のように補足説明できる。すなわち，再販制度下では小売業者は小売価格を自ら決定できな
いので，出荷価格の引き上げは小売マージンの低下を意味する。そこで自らの利潤を最大化するために，
マージンの減少を補うべく販売促進活動の水準を上昇させ需要を増やす選択肢も小売業者には残っている
が，それを選択しないのは，販売促進活動費（C）の増加によって期待される総消費者数（N）の増分が逓
減する（すなわち，２階の条件がN”（C)＜０である）ために，十分な需要増加の効果を見込めないからで
ある。同様のことが，成生（1984a）の式（9-3）が示す市場取引下における出荷価格と販売促進費の関係
及び，式（16-3）が示す再販制度下での小売業者数と販売促進活動費の関係にも当てはまる。後者に関し
て言えば，小売店舗数（x）の増加は一店舗当たりの来店客数（n）を減少させることで販売数量（q）の低
下を招き，他方でそれを補うべく小売店がCを増加させようとしても，Nの２階の条件式によって需要の増
分が逓減するのでCは逓減する。このことを裏づけるように，実際に式（16-2)，（16-3）及び（9-3）の符
号は，N’（C）とN”（C）の符号に依存している。もちろん，N’”（C)＜０は現実的な仮定と言える。
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　第２に，価格とサービスの間の辞書式選好である。辞書式選好とは「消費者は安い価格を設
定している小売業者から商品を購入し，価格が等しい場合にのみ，スペシャル・サービスを提
供している小売業者から購入する［p.178］」という条件であり，より平易に言い換えれば，兎
にも角にも価格を優先し，価格が等しいときのみサービスの差異を重視するということである。
このとき，RPMによって同一の価格が設定されれば，消費者は価格探索を行わず，スペシャル・
サービスを提供する小売業者から商品を購入するので，消費者の価格探索費用が節約される
［p.179］｠15）。
　第３に，サービスの固定化である。これは，サービスの提供に関する小売業者の意思決定を
「all or none」に限定することによって，小売業者に対する小売サービス提供のための誘因提
供を単純化する役割を果たす［pp.179-180］。逆に言えば，この仮定がなければ，複数の小売
業者が存在するような小売市場では｠16），RPM下でも小売業者間のサービス競争が勃発し，チ
ャネル全体にとって最適なサービス水準を上回るサービスが提供される結果，製造業者と小売
業者の利潤は最大化されない。
　上記の一連の主張は成生（1994）でも踏襲されており［pp.150-158］，成生（1990＆1994）
はスペシャル・サービス仮説の成立条件を丹念に検討してはいるものの，それが現実に当ては
まるか否かについては直感的な考察に留まっている。というのも，そこでは当時の日本の書籍
及びレコードという商品分野でRPMが認められてきた理由がスペシャル・サービス仮説によ
って説明できると主張されているが［p.141］，この業界及び消費者選好は，上記の１点目と２
点目を満たしていない。また，書籍の店頭展示やレコードの視聴がスペシャル・サービスと同
定されているが，これらのサービスは第３の条件を必ずしも満たしていない。成生（1990＆
1994）がスペシャル・サービス仮説に「好意的」であったか否かは上記の分析だけでは一概に
確定できないが，自身の理論分析の内容から飛躍して，スペシャル・サービス仮説を用いて当
時の日本の再販制度の経済合理性を主張している点では，当該仮説とその適用可能性に過度な
期待を持っていたと評価することはできるであろう。
15）成生（1994）では，サービスの（準）公共財的性質と辞書式選好との関係が数式を用いてより明確に説
明されている［pp.151-153］。それを要約すると，辞書式選好が存在するならば，消費者は（準）公共財的
性格を持つスペシャル・サービスの提供の有無にかかわらず価格が安い方に飛びついてしまう結果，スペ
シャル・サービスが提供されないことになる。これを社会的に容認すると，消費者は商品をスペシャル・
サービスと併せて購入した場合よりも長期的には損失を被るため，RPMによる確実な事前サービスの提供
が社会的にも合理的でありうる。これは，例えば家のリフォームや，水道工事サービスを伴う食洗機など
が該当すると考えられるが，そのような財やサービスに関して辞書式選好が存在するかは定かではない。
16）成生（1990）では，小売業者が一人しかいないならば（それに加えて小売市場がコンテスタブルである
ならば），サービスが可変的であっても製造業者は小売業者を垂直統合し，小売業者が手にする独占利潤を
フランチャイズ・フィーとして全て徴収することが理論上可能であることが示されている［pp.180-181］。
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４．垂直的外部性に基づくRPM理論
4-1．垂直的外部性とRPM
　製造業者Ａの販売促進活動に刺激されて商品を買いに来た消費者に対して，販売促進を行な
っていないがゆえに利幅が大きい製造業者Ｂの（Ａの製品と類似した）商品を小売業者が推奨
してしまうとき，ＢはＡの販売促進活動にフリーライドするという垂直的外部性が発生す
る｠17）。これが成立する条件は，Ａが流通業者に対して（流通業者が製造業者に対して行うより
も多くの）関係特定的資源への投資を行っていて，かつ同じ流通業者に対するＢの関係特殊的
資源への投資額がＡのそれよりも少ないというものである｠18）。このような条件下で垂直的外部
性が生じるとき，Ａは自身の販売促進費への支出が無駄になることを避けるために，流通業者
のフリーライドを防ぐための販売員の派遣や，流通業者の品揃えを制限する専売店制といった
具体的な垂直的取引制限行為を採用することが合理的になる。
4-2．成生（1984b）：垂直的外部性への対処方法
　この外部効果に着目し，RPMを含む各種の垂直的取引制限の経済合理性を説明したのが，
成生（1984b）である。そこでは，ライバルメーカ （ーＢ）によるフリーライド（垂直的外部性）
を抑制するための直接的な手段として，RPMではなく専売店制が指摘されている｠19）。そして，
RPMは，製造業者によるモニタリングが十分でない場合に，専売店制の下でもなお小売業者
に残る代替ブランドを扱うインセンティブを防止するために，より高い小売マージンを保証す
る補助的手段と位置づけられた｠20）［p.58］。しかしながら，もし垂直的外部効果が存在しないな
らば，RPMの採用によって製造業者の利潤が市場取引下よりも増えるわけではなく，RPMを
単独で製造業者が実施する直接的理由は見当たらない［p.60］。そして，製造業者による小売
価格の監視と違反者への罰則が十分に行われないならば，RPM下においても，小売業者によ
る価格切り下げのインセンティブが残るために，製造業者はフランチャイズ料の徴収を可能と
17）Marvel（1982），pp.7-8。この種のフリーライドは，ＡのブランドをＢが模倣した場合や，Ｂの商品がＡ
の商品に対抗して流通業者が企画したプライベート・ブランドであるときに生じると考えられる。
18）中田（1986），pp.90-91。ただし，そこでの不明瞭な説明箇所については筆者の判断で適宜修正している。
なお，本論での垂直的外部効果の説明は，拙稿（2014b），p.25を引用。
19）同様の指摘は，佐藤（1984），p.101にも見られる。
20）成生（1984b）では「メーカーは，専売店制の導入によって，市場流通取引におけるよりも多くの利潤を
獲得することができる。しかしながら，一般的には，そのようなモニタリング－ペナルティ・システムが
必ずしも有効であるとはかぎらない。そしてその場合には，“ただ乗り”を防止するための代替的方策が導
入されることになる。その１つに再販制がある。［pp.68-69］」と結論づけられているが，ここでの「再販制」
が専売店制を暗黙に伴うならば，「代替的」ではなく「補完的」であるとも言える。
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するフランチャイズ制を採用し，さらに小売業者間の価格競争を実質的に困難にし，各小売業
者に独占的売手であることを保証するためにテリトリー制を採用すると主張された［p.64］。
　成生（1984b）における分析の出発点であり基準は，市場流通取引下における製造業者と小
売業者の利潤であった。そこでは，同質的な小売業者同士のナッシュ－ベルトラン競争が仮定
されているため，小売段階において短期的に利潤が生じたとしても，それがゼロになるまで小
売価格は競争によって引き下げられる｠21）。また，ブランドＢの小売マージンがその推奨費用と
ブランドＡの小売マージンの総計よりも多いのであれば，小売業者がブランドＢを消費者に推
奨する結果として垂直的外部効果が発生し，製造業者Ａの利潤に悪影響を及ぼす。RPMは，
より高い小売マージンを設定することによって小売業者が代替ブランドを取り扱わないように
することを目的としているが［pp.58-61］，小売価格の上昇による総需要の減少や，相対的に
高い小売価格によってより多くの需要がブランドＢに奪われること，言い換えればブランド間
競争の存在，については考慮されていない。その意味において，成生（1984b）は，垂直的外
部効果の存在が（RPMを含む）垂直的取引制限を製造業者が採用する１つの動機になりうる
ことを示しているものの，RPMの発生メカニズムを十全に説明しているとは言い難い。
５．結論
5-1．学説史研究によって得られる示唆
　本稿における1980年代から1990年代前半までの主に数理モデルを用いたRPMの理論研究の
再構成・再検討を通じて，以下の結論を導くことができる。
　第１に，拙稿（2014a＆2015）で検討された1980年代前半までの日本独自の流通系列化を研
究対象とした記述的研究群に根差すことなく，1980年代以降，既存の米国のRPM研究を発掘・
アレンジしたRPMの数理モデル研究が生起・発展した。それら米国の研究群は，成生（1990）
において，カルテル仮説（と小売カルテル仮説），二重マージン仮説，小売店舗仮説として分類・
21）この仮定は，暗黙にもう１つの結論を導出している。成生（1984b）では，「ブランドＡの小売価格は出
荷価格よりも低く設定される［p.54］」ことが「証明」されており，「各小売業者は，来店客を獲得するた
めに広告ブランド（引用者註：ブランドＡのこと）の小売価格を低く設定し，その販売からの損失を代替
的ブランドの販売によって相殺しているのである。その意味で，広告ブランドは集客のためにロスリーダ
ーとして用いられている［p.54］」と解釈されている。しかしながら，モデルにおける仮定に従えば，ブラ
ンドＡが原価割れする理由は，（ブランドＢはメーカーＢによって広告されておらず消費者が価格を知覚し
ていないために）ブランドＢに関しては価格競争が生じ得ないために，ブランドＢの販売によって小売業
者に利潤が生じてしまうからである。というのも，ナッシュ－ベルトラン均衡下では，小売業者の利潤が
最終的にゼロになるとアプリオリに仮定されているため，ブランドＢの推奨・販売によって生じる利潤が
相殺されるためには，ブランドＡの販売によって損失が生じる必要があるからである。したがって，ブラ
ンドＡの出荷価格が小売価格を上回るという結果は，理論上，ロスリーダーとは無関係なのである。
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整序され「古典的仮説」と総称された。そして成生（1994）において，これにスペシャル・サ
ービス仮説が追加され，1980年代以降の主に米国でのRPMの理論研究のみならず，1950年代
以降の日本において主に商業学の分野で綿々と引き継がれていた研究群とも明確に一線が引か
れることとなった。
　こうした粗雑な学説（史的）分類は，新たなRPM研究への関心を惹起したと同時に，過去
の学説を，その内容や含意を吟味することなく十把一絡げに「古典的仮説」としてまとめるこ
とによって，過去の膨大なRPM理論とその実り豊かな内容及び学説間の議論を捨象してしま
うことを意味していた。加えて，拙稿（2006）で再定式化された「古典的RPM理論」の内容
を小売カルテル仮説として矮小化するだけでなく，カルテル仮説，二重マージン仮説，小売店
舗仮説，そしてスペシャル・サービス仮説の問題点をも見過ごす結果を招いた｠22）。実際に，本
稿が明らかにしたように，二重マージン仮説及びスペシャル・サービス仮説については，その
適用条件がかなり限定的であることが日本の諸研究でも示唆・指摘されていたが，そうした問
題点はその後の研究でも強調されることは乏しかった。
　第２に，数理モデル研究それ自体が内包する問題点が明らかになった。数理モデルでは数多
くの仮定の束で構成された限定的条件下におけるRPMの経済効果が分析されるが，数理的帰
結を経済的現象に当てはめる際に，しばしば拡大解釈がなされる。そして，学説史研究が存在
しない場合，そうした論理的飛躍は見過ごされ，耳目を集める結論のみが引用・踏襲されやす
い。実際に，1980年代以降の日本における数理モデルの一部は「古典的仮説」として包摂・統
合されうるものの，そのモデルの含意や仮定の妥当性が詳細に検討されることはなく，そこか
ら逸脱した示唆や結論がしばしば導出された。
　第３に，本稿で紹介した1980年代におけるRPMの数理モデルは，拙稿（2006）で再定式化
された「古典的RPM理論」に対する有効な批判になっていないことを確認することができる。
流通段階が独占的であるならば，二重マージンの解消のためにRPMないしは垂直的統合が合
理的でありうることは多くの既存研究も認めるところである。しかしながら，そのような状況
は非常に例外的であり，実際に日米両国において古くから行なわれてきたRPMは，このよう
な限定的状況とは合致せず，小売段階の零細性や大規模小売業者との激しい業態間競争，そし
てブランド間競争を伴っている。そうした二重マージン仮説が当てはまらない状況における有
力な仮説としてスペシャル・サービス仮説が据えられたものの，そのモデルが想定する仮定の
束とその妥当性については，成生（1990＆1994）においても十分な分析がなされなかった。
22）詳しくは拙稿（2007＆2008）を参照されたい。いずれにしても，1980年代後半以降の日本のRPM研究は，
従来の商業学の伝統的研究とは袂を分かち，専ら米国等における数理モデル研究を紹介・改良するものが
支配的になっていった。
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5-2．今後の課題
　本稿は，1980年代から成生（1990＆1994）における「古典的仮説」の生成までのプロセスを
主に数理モデルを用いたRPM研究に焦点を当てて明らかにした。その後，RPMの理論研究は
数理モデルを用いたものが主流になっていったが，その理論的発展については更なる学説史研
究を要する。同時に，本稿で取り上げた水平的及び垂直的外部性に関する米国での学説の発展
についても，詳細な学説史研究を通じて明らかにすると同時に，日本の学説への影響も明らか
にする課題が残されている。
　加えて，1980年代後半以降のRPM研究は，一方で米国における研究潮流を受けて垂直的統
合と直営化（完全内部化）の選択問題に（例えば，丸山（1990b）や湯本（1992）），もう一方
で日米構造協議において日本の流通系列化がホットトピックになったことを受けて主に返品制
やリベート制との相乗効果の分析へとシフトしていった（例えば，丸山（1988）や成生（1994））。
それに伴い，RPMそれ自体への関心は徐々に薄まり，より広い射程で価格維持問題を捉える
方向へと研究が進展した。こうした垂直的統合ないしは流通系列化のあくまで１つの選択可能
な手段としてのRPMの理論研究については，別稿にて考察したい。
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